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国内資産の取得に関するお知らせ 

（第 4号開発案件への出資：ＨＫプロパティーズ特定目的会社 優先出資証券） 

 

ラサールロジポート投資法人（以下「本投資法人」といいます。）が資産の運用を委託する資産運用会

社であるラサール REIT アドバイザーズ株式会社（以下「本資産運用会社」といいます。）は、本日、下

記の優先出資証券（以下「新規取得資産」又は「本優先出資証券」といいます。）を取得（以下「本取得」

といいます。）することを決定いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

1. 本取得の概要 

（1）新規取得資産 ：ＨＫプロパティーズ特定目的会社（以下「本特定目的会社」といいま

す。）（注 1）の優先出資証券（本優先出資証券）（注 2） 

（2）取得予定日及び 

取得予定価格 

：第 1回目 2025年 8月 29日  

 第 2回目 2026年 1月から 4月 

第 3回目 2026年 8月から 11月 

第 4回目 2026年 12月から 2027年 3月 

51百万円 

39百万円（上限）（注 2） 

35百万円（上限）（注 2） 

95百万円（上限）（注 2） 

 （上記の合計金額（220 百万円）は本特定目的会社が発行する優先出資

証券全体の約 22％相当となる予定です。）（注 3） 

（3）取得先 ：本特定目的会社 

（4）裏付けとなる不動産 ：苫小牧案件（注 4）（以下「本物件」といいます。) 

（5）取得資金 ：手元資金による取得 

（6）媒介の有無 ：該当無し 

(注 1) 本特定目的会社の詳細については、後記「3．本取得の内容／（1）本優先出資証券の概要」及び「3．本取得の内容／

（3）本特定目的会社の概要」に記載のとおりです。 

(注 2) 本優先出資証券は、本物件の開発を行う本特定目的会社の発行する優先出資証券であり、本投資法人は、第 1回目の本

優先出資証券を引き受け、本資産運用会社は、本特定目的会社との間で、本物件に係る優先交渉権（以下「本優先交渉

権」といいます。）の付与に関する契約（以下「本優先交渉権付与契約」といいます。）を締結し、本優先交渉権を取得し

ます。本優先交渉権の詳細については、後記「3．本取得の内容／（1）本優先出資証券の概要／その他」欄に記載のと

おりです。また、本特定目的会社及び本特定目的会社の優先出資社員の間の優先出資社員間契約書（以下「本優先出資

社員間契約書」といいます。）において、第 2回目、第 3回目及び第 4 回目の本優先出資証券が発行される予定である旨

（本日現在 2026年 1月以降の発行が予定されていますが、発行は決定されておらず、また発行される場合にもその時期
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は上記と異なることがあります。）が規定されています。 

(注 3) 第 2回目、第 3回目及び第 4回目の本優先出資証券が発行される場合、その詳細については本優先出資証券の発行の必

要が生じたときに決定されます。上記の第 2回目、第 3回目及び第 4回目の本優先出資証券の取得予定価格は、現時点で

想定される上限額であり、実際の出資金額と異なることがあります。以下同じです。 

(注 4) 本物件の詳細については、後記「3．本取得の内容／（2）本物件の概要」に記載のとおりです。 

 

2. 本取得の理由 

本投資法人は、バリューアッド戦略（注 1）の一環で開発案件への出資を投資対象の一つと位置づ

け、過去 3回に亘り開発利益に基づく収益実現と投資資金の回収と再投資を行ってきました。本件

は、開発 TMKへの出資としての第 4号案件（注 2）となり、本優先出資証券に対する配当の受領（注 3）

による超過収益の獲得（開発利益に基づく貢献）を企図しています。 

本物件は、複数棟からなる危険物倉庫として開発される予定です。昨今の建築費高騰を受け、本投

資法人では開発案件への出資を選別的に検討していますが、危険物倉庫は高付加価値を提供する物流

施設として相対的に魅力的な開発収支を見込むことが可能な投資対象と考えています。近年、半導体

産業の急成長に伴い、半導体製造に必要な材料の調達手段や輸送手段の制限により、半導体関連商品

の保管需要が急増することが見込まれます。かかる市場環境を踏まえ、本投資法人は、ロジポート尼

崎における危険物倉庫増築の実績も踏まえ、賃貸型危険物倉庫への投資を通じて投資対象の多様化の

を図るべく本件出資を決定いたしました。 

本物件は、北海道苫小牧市に所在し、苫小牧港から車で約 10分、新千歳空港から車で約 15分の好

立地に位置しています。新千歳空港周辺には政府が強化を進める半導体関連産業が集積しており、半

導体製造に不可欠な危険物原材料の取扱量は飛躍的な拡大が見込まれます。本州からの危険物輸送は

海上輸送に限られ、苫小牧港にある危険物倉庫を経由するのが一般的である中、本物件は、苫小牧港

と新千歳空港の中間地点にある立地特性を活かし、危険物倉庫需要の受け皿として機能することが期

待されます。 

本物件は現時点においては計画段階であり、開発が遅延、変更又は中止される可能性があります。

また、開発物件からの収益が得られるのは、開発物件の竣工後である 2027年上半期（予定）以降と

なる見込みです。本投資法人は、本開発計画の事業リスク（開発及びリーシングリスク）を低減する

ため、第 2回目、第 3回目及び第 4回目の出資（以下「本追加出資」といいます。）の実行につい

て、本開発計画が想定通りに進捗していることを条件とすべく、本追加出資の前提条件を協議するこ

ととします。 

本優先出資証券については、第三者による評価レポートを取得し、出資持分の評価について投資の

妥当性を確認しています。 

なお、本優先出資証券は、不動産関連資産に該当します。本取得後の本投資法人の運用資産等の総

額に占める不動産等の額の比率は 70％以上、不動産等、不動産関連資産及び流動資産等の比率は

95％以上を維持する見込みです。また、本投資法人における高収益資産（出資総額）は本取得を含め

約 114億円となる見込みです。本優先出資証券については、確立された流通市場が存在しないためそ

の流動性は低く、売却を意図しても、適切な時期及び価格で売却することが困難な可能性があります

が、本投資法人は、本優先出資証券の売却を行うことは想定しておりません。 

(注 1) 「バリューアッド戦略」とは、バリューアッド投資による超過収益の獲得を目指す本投資法人の独自の戦略をいい、「バ

リューアッド投資」とは、安定稼働物件を単純に取得するのではなく、リーシング活動が完了していない安定稼働前の物件

や、再開発や増築余地のある案件物件に投資をし、本投資法人及びラサールグループのアセットマネジメントによる付加価

値を創出する投資戦略や超過収益の獲得を目指す本投資法人の独自の投資手法をいいます。なお、「超過収益」とは、例え

ば、本投資法人にて再開発することで本来は手にすることができない可能性がある開発利益を本投資法人において獲得する

ことで得られる利益を指します。また、本優先出資証券の取得に際しては、本投資法人が運用ガイドラインに定めるポート

フォリオの投資基準やデュー・ディリジェンス基準、不動産対応証券に投資する際の留意点を考慮し総合的な判断の基に投
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資を行います。本日現在、本物件について、本投資法人が取得の決定をしているものではなく、また、将来において必ず取

得できるという保証はありません。 

(注 2) 本件は、2023年 10 月 16 日付で償還を公表した「大阪住之江物流センター」を裏付不動産とした関西 1 プロパティー特定目

的会社への出資、2025 年 3 月 14 日付で償還を公表した「松戸松飛台物流センター」を裏付不動産としたジャパン・ロジス

ティクス・デベロップメント 1特定目的会社への出資、第 3号の開発案件である「仙台案件」（現在開発中）を裏付け資産と

したジャパン・ロジスティクス・デベロップメント 2特定目的会社への出資に続く第 4号開発案件です。 

(注 3) 本優先出資証券に対する配当は、本物件の竣工後、稼働率が一定程度上昇した場合及び本特定目的会社が本物件を売却した

際において売却益（開発利益）が生じた場合に見込まれます。 

 

3. 本取得の内容 

(1) 本優先出資証券の概要 

本優先出資証券の発行

会 社 の 名 称 
ＨＫプロパティーズ特定目的会社 

取 得 予 定 価 格 第 1回目 51百万円 

第 2回目 39百万円（上限） 

第 3回目 35百万円（上限） 

第 4回目 95百万円（上限） 

合計金額は優先出資総額の約 22％ 

概 要 ①本優先出資証券は、以下の業務を営むことを目的とする本特定目的会社が発行を

予定する優先出資証券の一部です。 

(i) 資産の流動化に関する法律（平成10年法律第105号、その後の改正を含みま

す。以下「資産流動化法」といいます。）に基づく資産流動化計画（以下

「本資産流動化計画」といいます。）に従った特定資産の譲受け並びにそ

の管理及び処分に係る業務 

(ii) その他(i)の特定資産の流動化に係る業務に附帯する業務 

②本特定目的会社の事業年度は、毎年6月1日から翌年5月31日までの年1期です。な

お、利益配当及び残余財産の分配は以下のとおりです。 

（利益配当） 

イ) 利益の配当について、優先出資社員は、各事業年度において資産流動化法に

従って算出された配当可能利益の範囲内で、社員総会で決定される金額の配

当を特定社員に優先して受ける権利を有しています。なお、特定社員は、本

資産流動化計画において、利益の配当を受ける権利を予め放棄しています。 

ロ) 優先出資社員への利益の配当は、配当額の全額を優先出資の口数に応じて均

等な額で行われます。 

（残余財産の分配） 

特定社員は、本資産流動化計画において、予め残余財産の分配を受ける権利

を放棄しているため、特定社員への残余財産の分配は行われず、優先出資社員

への残余財産の分配のみが行われます。 

残余財産の分配の方法については、資産流動化法が準用する会社法（平成 17

年法律第 86号、その後の改正を含む。）第 502条の規定に従い、本特定目的会

社の債務等を弁済し又は弁済に必要な資金を留保した後の分配可能な残余財産

については、優先出資社員がその有する口数に応じて分配を受ける権利を有し

ます。 

③本特定目的会社の調達資金の総額は、本優先出資証券の総額1,020百万円（上限）

及びノンリコース・ローンや特定社債などの有利子負債の総額1,360百万円（但

し、消費税ローン除く）（上限）の合計2,380百万円となる予定です。 
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そ の 他  本優先出資証券の取得に合わせて付与される本優先交渉権の概要 

①本特定目的会社は、本優先交渉権付与契約が終了するまでの間、本物件につ

いて、本資産運用会社又は優先交渉権者（本投資法人又は本資産運用会社の

指定する本投資法人以外の第三者をいいます。以下同じです。）以外の第三者

との間で、売却その他の処分又は処分に係る交渉若しくは契約行為をしてはな

らないものとされています。 

②本投資法人及び本特定目的会社は、本物件の売買を行う法的義務を負うもので

はありません。 

③本物件に係る不動産鑑定評価、建物診断、耐震診断、環境調査、遵法性、契約

関係、その他のデュー・ディリジェンス（英文で Due Diligenceと表記し、以

下「DD」といいます。）を本資産運用会社又は優先交渉権者が実施し、それら

の満足する内容をもって DDが完了したことを優先交渉権者の売買契約締結の

条件とします。 

※本日現在、本物件について、本投資法人が取得の決定をしているものではな

く、また、必ず取得できるという保証はありません。本物件の取得に当たって

は、必要な DDを行った上で、本資産運用会社の社内規程に基づき意思決定を

行います。なお、本優先交渉権の取得に際し、本投資法人及び本資産運用会社

は、契約締結先に対価を支払いません。 
 

 

(2) 本物件の概要 

下記の表は、本物件の概要を表にまとめたものです（以下「個別物件表」といいます。）。かかる

個別物件表をご参照頂くに際し、そこで用いられる用語は以下のとおりです。個別物件表はかかる

用語の説明と併せてご参照ください。 

なお、本物件の概要及び後記本特定目的会社の概要に記載の情報は、本日現在までに、本特定目

的会社から提供を受けた情報に基づき記載したものであり、時点の注記がないものについては、原

則として、2025 年 8 月 15 日時点の状況又は想定を記載しています。今後、本投資法人が本取得を

行った場合の当該取得時点での本物件はこれらの情報と異なることがあります。 

 

a．区分に関する説明 

・「用途」は、開発予定建物の登記簿上の種類を記載しています。 

 

b．「特定資産の概要」欄に関する説明 

・「特定資産の種類」は、本特定目的会社による本物件の取得時における種類を記載しています。 

・土地の「用途地域」は、都市計画法（昭和 43年法律第 100号。その後の改正を含みます。）第 8条

第 1項第 1号に掲げる用途地域の種類を記載しています。 

・土地の「建蔽率」は、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号。その後の改正を含みます。以下「建

築基準法」といいます。）第53条に定める、建築物の建築面積の敷地面積に対する割合であって、

用途地域等に応じて都市計画で定められる建蔽率の上限値を記載しています。 

・土地の「容積率」は、建築基準法第 52 条に定める、建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合で

あって、用途地域等に応じて都市計画で定められる容積率の上限値を記載しています。 

・「担保設定の有無」は、本特定目的会社が本物件を取得した後に負担することが予定されている担

保がある場合にその概要を記載しています。 

・建物に関する記載については、現時点の計画ないし予定であり、将来変更となる可能性がありま

す。 

 

c．「特記事項」欄に関する説明 

・「特記事項」には、以下の事項を含む、本報道発表文の日付現在において不動産又は信託不動産の

権利関係・利用・安全性等及び評価額・収益性・処分性への影響等を考慮して重要と考えられる
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事項を記載しています。 

・法令諸規則上の制限又は規制の主なもの 

・権利関係等に係る負担又は制限の主なもの 

・賃貸借に係るテナント若しくはエンドテナントとの合意事項又はテナント若しくはエンドテナ

ントの使用状態等の主なもの 

・不動産の境界を越えた構造物等がある場合又は境界確認等に問題がある場合の主なもの 

 

物 件 名 称 苫小牧案件 

用 途 倉庫 

特 定 資 産 の 種 類 不動産（現物） 

土 地 

所 在 地 北海道苫小牧市 

面 積 約 12,000㎡ 

用 途 地 域 工業専用地域 

建 蔽 率 60％ 

容 積 率 200％ 

所 有 形 態 所有権 

担 保 設 定 の 有 無 有 

 

建 物 

（計 画）
（注） 

建 築 時 期 
2026年上半期 着工 

2027年上半期 竣工 

延 床 面 積 約 4,000㎡ 

種 類 倉庫、事務所 

構 造 と 階 層 鉄骨造平屋建 

特 記 事 項 該当ありません。 

（注）建物は、危険物倉庫 4棟及び事務所棟 4棟となる想定であり、延床面積はその合計を記載しています。 

 

(3) 本特定目的会社の概要 

名 称 ＨＫプロパティーズ特定目的会社 

所 在 地 東京都千代田区平河町一丁目 6番 15号シルスフィア会計事務所内 

代 表 者 取締役 稲葉 孝史 

主 な 事 業 内 容 

1.資産流動化法に基づく資産流動化計画に従った特定資産の譲受け並びに

その管理及び処分に係る業務 

2.その他前記特定資産の流動化に係る業務に附帯する業務 

特 定 出 資 の 額 10万円（2025年 8月 15日現在） 

優 先 出 資 の 額 10.2億円(第 4回目の優先出資証券発行時点の想定上限金額) 

設 立 年 月 日 2025年 7月 25日 

特 定 出 資 者 ＨＫプロパティーズ一般社団法人 

本投資法人又は本資産運用会社との関係 

 

資 本 関 係 

本投資法人は、本特定目的会社の優先出資の総額の約22％相当を取得する

予定です。 

以上を除き、本投資法人・本資産運用会社との間には、特筆すべき資本関

係はありません。 

人 的 関 係 特筆すべき人的関係はありません。 

取 引 関 係 特筆すべき取引関係はありません。 

関 連 当 事 者 本投資法人・本資産運用会社の関連当事者には該当しません。 
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4. 本物件の鑑定評価書等の概要 

本物件の鑑定評価書等は、本資産運用会社が本物件の取得の検討を開始した段階で鑑定評価書等の取

得を予定しているため、本日現在、本資産運用会社及び本投資法人において鑑定評価書等は取得してい

ませんが、本優先出資証券に関し、第三者による評価レポートを取得し、投資の妥当性を検討していま

す。 

 

5. 取得等の日程 

新規取得資産の取得等に係るスケジュールは以下のとおりです。決済方法は以下の各優先出資証券の

取得日（予定）までに全額払込みを行う予定です。 

2025年 8月 15日 本取得決定 

2025年 8月 18日 第 1回優先出資証券の取得に係る引受契約の締結（予定） 

2025年 8月 29日 第 1回優先出資証券取得及び出資の完了（予定） 

2026年 1月から 4月 第 2回優先出資証券取得及び出資の完了（予定） 

2026年 8月から 11月 第 3回優先出資証券取得及び出資の完了（予定） 

2026年 12月から 2027年 3月 第 4回優先出資証券取得及び出資の完了（予定） 

2027年上半期 苫小牧案件竣工（予定） 

 

6. 利害関係人等との取引 

該当事項はありません。 

 

7. 媒介の概要 

該当事項はありません。 

 

8. フォワード・コミットメント等を履行できない場合における本投資法人の財務への影響 

本追加出資については、本優先出資社員間契約書において、第 2 回目、第 3 回目及び第 4 回目の本優

先出資証券が発行される予定である旨規定しており、したがって、本追加出資は、フォワード・コミッ

トメント等（注）に該当します。本優先出資社員間契約書には、本優先出資社員間契約書の義務の違反

に起因又は関連して他の当事者に生じた損害等に係る違約金の定めはありません。本投資法人は、本追

加出資に当たり、自己資金を充当することを予定しており、本日現在、本追加出資の金額以上の金銭を

預金として確保しているものであることから、資金調達が完了できず、フォワード・コミットメント等

を履行できない場面が生じる可能性は極めて低いものと考えています。 

（注）フォワード・コミットメント等とは、先日付での売買契約であって、契約締結日から 1 ヶ月以上経過した後に決済・引渡し

を行うことを約する契約をいいます。 

 

9. 今後の見通し 

本取得による本投資法人の 2025年 8月期（2025年 3月 1日～2025年 8月 31日）及び 2026年 2月期

（2025年 9月 1日～2026年 2月 28日）の運用状況に与える影響は軽微であり、2025年 4月 21日付で公

表した運用状況及び分配金の予想の変更はありません。 

なお、竣工後の本物件の詳細については、竣工後にお知らせいたします。 

 

以上 

 

 

*本投資法人のホームページアドレス：https://lasalle-logiport.com/ 

https://lasalle-logiport.com/


 

 

7 

【参考資料 外観イメージ図】 

 

 （注）上記外観イメージ図は、本日現在検討中の計画に関するものであり、実際の完成した建物とは異

なる可能性があります。 


